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担当課

1

市民生活

市民等に対し、消防法等を遵守し、火災を未然に防止すること及び火災による被害の軽減

を図る役割を認識してもらうことにより、火災等の災害を減少させる。

１　防火対象物への立入検査及び消防検査の実施。

２　火災予防運動（年に秋・春２回実施）行事として、消防フェアの開催、防火ポスター展、

 防火習字展、防火広報等を実施。

３　防火管理者資格取得講習の実施（甲種新、甲種再、乙種）：各年１回

　　（H２３年度は乙種に替わり自衛消防業務新規講習を実施）

４　初期消火協力者が使用した消火器の薬剤詰め替えを実施。

５　各種講習会、研修会等に参加。各種連絡協議会に出席。

直接経費（１，６０５，０００円）の内訳（Ｈ２３）

・報償費（防火広報協力謝礼・火災予防運動防火習字等謝礼）　１２４，０００円

・旅費（各種講習会、研修会等）　５４，５４０円

助成

予防係

5 11

平成３０年度以降

消防・救急

平成１２年度以前

予算区分

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

9
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消防法・火災予防条例

事業番号 303

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート
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火災予防対策を充実する

担当係
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事業期間

総合計画

分野別計画

予防課

事務事業名 火災予防啓発事業

会計区分 事業類型 法定受託系一般会計

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円
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人件費

0
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財

源

その他職員

Ｈ21決算額

・旅費（各種講習会、研修会等）　５４，５４０円

・需用費（予防運動経費、防火管理講習テキスト、火災予防パンフレット等）

　　１，３４２，８５７円

･役務費（消火器詰替、廃棄手数料等）　４２，５８０円

・備品購入費（４０ミリホース）　３７，８００円

･負担金、補助及び交付金（危険物安全協会研修等負担金）　４，０００円

その他財源（５８９，０００円）の内訳（Ｈ２３）

・防火管理講習テキスト代　５７１，０００円

・防火思想普及事業助成金　１８，０００円

人件費

従事者数

国・県支出金

（手段）

従事者数

受益者負担なし

1,605

Ｈ22決算額

2,620

Ｈ23決算額

受益者負担

22,466

対前年比

0
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目標
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目標

実績

100

215

230

人

住宅用火災警報器の

設置率

100

71

・火災予防啓発事業を少ない人員で効率的に実施している。

・消防署員による比較的小規模な防火対象物の予防査察を実施することにより、効果

を上げている。

・ 住宅用火災警報器の設置率が、２３年度は減少した。
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判定理由

・ 現在、甲種防火管理新規講習、乙種防火管理講習を別日程で開催しているが、同

時開催することにより受講者数の増加を見込める。

・ 消防本部ホームページのトップ画面への掲載、巡回バス車内への掲示、市内にあ

る電光掲示板に表示する等、さらに普及・啓発活動に努める。

改善案等

一次評価のとおり。

判　定　理　由

現状維持

火災予防啓発事業を少ない人員で効率的に実施しているものの、防火管理講習受講

者、住宅用火災警報器の設置率が目標値に達していない。

・ 防火管理講習会等の受講者数は、前年と比較して増加したものの目標人員に達し

ておらず、開催方法等の見直しが必要であるため。

・ 住宅用火災警報器の設置率は、前年から減少して目標数値に達しておらず、普及・

啓発方法等の見直しが必要であるため。

現状維持

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

火災件数の増加、火災規模の増加及び火災による死者の増加


